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１．長周期動揺低減システムの現地実証実験までの経緯 

長周期波の影響による係留船舶の荷役稼働率の低下は、主として係留船舶の前後方向の動揺成分であるサージ

が長周期的に増大することが原因であると言われており、このサージの増大は、主として港内の長周期の水位変

動と係留系（船舶と係留索から成る）の共振現象によって生じていると考えられている。このような係留船舶の

長周期動揺を低減させる対策として、（独）港湾空港技術研究所では、「係留系の固有周期を長周期波の卓越周

期からずらして共振を抑止する方法」を発展させた「長周期動揺低減システム」を開発した 1)～3)。本システムは、

既に水理模型実験においてその効果を確認しているが、この度、石巻港雲雀野地区において港湾施設へのシステ

ムの適用が検討され、現地実証実験を行う機会を得た。 
２．長周期動揺低減システムの現地実証実験 

長周期動揺低減システムの概念図

を、図-1 に示す。長周期動揺低減シ

ステムは、船上搭載ウインチで巻き上

げられる係留索（軟らかいナイロン索

が一般的）と本システムの陸上設置ウ

インチから巻き出される係留索（硬い

係留索）の特性の異なる係留索を接続

した上、双方の長さを変更し構成比率

を変えることで係留系の固有周期を

強制的に変化させ、係留系と長周期波

との共振を回避し、係留船舶の長周期

動揺を低減させるシステムである。 

係留索の構成比率を変更するための係留ウインチの制御量は、リアルタイムに計測されている船体動揺量（サー

ジ）データと波高データを用いて、システム内蔵プログラムによって係留船舶の長周期動揺が最も効果的に低減

できるような係留索のバネ定数を計算することで求められる。 

石巻港雲雀野地区に東北地方整備局が設置した長周期動揺低減システムは、陸上ウインチ 4基（バースの南側・

北側に設置）と監視棟内の監視操作盤等から構成されている。現地実証実験では、図-2に示す陸上ウインチを用

いて、同地区で荷役を行う大型船の動揺を計測した。実験時の係留方式は「通常の係留方式」、「長周期動揺低減 
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図-1 長周期動揺低減システムの概念図 
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長周期動揺低減システム 

「ビット方式」 

長周期動揺低減システム「ウインチ方式（陸上索100%）」 

図-3 長周期波波高と船体動揺量（サージ） 

システム・ウインチ方式（陸上索の比率は 100%と 50%）」、

「長周期動揺低減システム・ビット方式」とし、係留 

方式を切り替えて実験を実施した。「ウインチ方式」と「ビ

ット方式」は、陸上ウインチから提供される硬い係留索

の本数が多いため、「通常方式」よりも硬い係留系となる。

なお、本システムによって収録できる計測データは、波

浪（波高、周期）、陸上係留索の繰出し長さと張力（4本）、

本船係留索の張力（4本）、防舷材反力（4箇所）、RTK-GPS

による船体動揺量、等である。 

３．現地実証実験の結果 

現地実証実験は平成 19年 10月から平成 20年 3月にか
けて実施され、この間に 5回の 54,000～55,000DWT級石
炭専用船の入港があった。入港中に観測された長周期波の最大波高は、第 1回実験と第 2回実験で波高 5cm程度、
第 3回実験以降は 2～3cm程度であった。また、長周期波の周期は、いずれの実験時も 40～50秒の周期帯の出現
頻度が高く、次に出現頻度が高いのが 50
～60秒であった。このように、対象船舶
の入港中に来襲した長周期波の波高レベ

ルが小さいため、生じた船体動揺は小さ

いものであった。実験から得られた係留

方式ごとの波高とサージ動揺量の関係を、

図-3に示す。係留方式によって励起され

る動揺量は異なり、近似線の傾きで示さ

れる単位波高当たりのサージ動揺量は

「ビット方式」、「ウインチ方式」、「通常

方式」の順に小さいことがわかる。 

４．まとめ 

現地実証実験で得られた計測データを

解析し、係留方式別に船体動揺量を比較

したところ、軟らかい「通常方式」の係留に対して、「ウインチ方式・陸上索 100%」や「ビット方式」の硬い係

留方式において、船体動揺量が小さくなることがわかった。長周期動揺低減システムは、より簡便に係留索の構

成比率を変更し、係留系の固有周期をずらすことで係留船舶の長周期動揺を低減する方法として考案されたもの

であり、本実験において係留索の構成比率の変更が動揺低減効果につながることが確認できた。なお、今回の実

験では発生した船体動揺量が比較的小さかったことから、今後実施予定の実験において、船体動揺量が比較的大

きな場合に対する長周期動揺低減システムの有効性が検証されることが期待される。 
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図-2 陸上ウインチ（北ウインチ） 
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